
社会復帰促進等事業等に要する費用について

○社会復帰促進等事業費等の推移 （単位：百万円）

＋

○社会復帰促進等事業及び事務費に充てるべき限度額（労働者災害補償保険法施行規則第４３条）

○保 険 料 収 入

＋

○積立金から生ずる
収入

社会復帰促進等事業費等

限 度 額

（特別支給金除く）

× ＋

○労災勘定・徴収勘定
の附属雑収入
（厚生労働大臣が定める
基準により算定した額）

・返納金
・預託金利子収入 等
（積立金を除く）

○労災勘定・徴収勘定
の附属雑収入

・延滞金、追徴金、雑入
・公務員宿舎貸付料
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追徴金
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社会復帰
促進等
事業費等
所要額

限度額に
対する
所要額の
割合 (％)

うち
保険料
収入

うち
積立金

から生ずる
収入

平成30年度
決算額

950,496 824,925 125,571 15,837 5,073 166,129 133,330 80.26

令和元年度
予算額

996,804 875,366 121,438 15,160 5,061 173,722 160,147 92.19

令和２年度
要求額

1,040,954 929,070 111,884 14,629 4,950 180,880 166,681 92.15

4.5／
1,000

返納金
預託金利子
収入 等
（積立金を
除く）


